
（整理番号 ２７）

事業評価書（事前・事後）

平成１６年８月

評価対象（事業名） 児童虐待防止対策支援事業

担当部局・課 主管部局・課 雇用均等・児童家庭局 総務課

関係部局・課

１．事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ６ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなど

を可能にする社会づくりを推進すること

施策目標 ６ 児童虐待や配偶者による暴力を防止すること

Ｉ 児童虐待の発生件数を減少させること

( ) 事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

「 」平成１６年４月に成立した 児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律

及び現在、国会で継続審議とされている「児童福祉法の一部を改正する法律案」を踏

まえ、児童相談体所の児童虐待防止体制のより一層の充実強化を図るため、これまで

実施してきた「家庭支援体制緊急整備促進事業」と「子育て支援総合推進モデル都道

府県事業」を整理し、新たに「２４時間・３６５日体制整備事業」及び「児童福祉司

資格取得のための研修」を加えた「児童虐待防止対策支援事業」を実施するものであ

る。

（１）協力体制整備事業

児童虐待の早期発見・早期対応を図るため、児童相談所が主任児童委員等

への専門研修を実施する。

（２）児童相談所カウンセリング強化事業

家族再統合を図るため、心に問題のある保護者に対して地域の精神科医の

協力を得てカウンセリングを実施する。

（３）医療的機能強化事業

地域の医療機関や児童相談所が市町村や関係機関から相談を受けた困難事

例について治療面から専門的技術的相談に応じる。

（４）法的対応機能強化事業

弁護士の協力を得て、司法的な相談や司法的な対応が必要となる事例につ

いて家族、家庭裁判所、関係機関等との調整をする。

（５）スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業

、 、高度な専門性を持った学識経験者や実務経験者の協力を得て 多問題家族



施設内虐待など高度な専門的対応や組織的な対応が必要となる事例に対する

援助を行う。

（６）専門性強化事業

相談対応職員の専門性強化のため、専門的対応マニュアル・ガイドライン

を作成し、地域での児童虐待問題に携わっていく専門家の養成のための研修

を実施する。

（７）一時保護機能強化事業

児童虐待問題に対応するため、協力病院を確保するとともに、一時保護所

に教員ＯＢ等の一時保護対応協力員を配置する。

（８）市町村及び民間団体との連携強化事業

児童相談所の持っている相談対応や情報提供のノウハウ等を市町村に伝達

するとともに、ＮＰＯ等の民間団体を活用した取組を実施する。

※（９）２４時間・３６５日体制強化事業

「児童福祉法の一部を改正する法律案」において、都道府県は、新たに

相談に関する役割を担う市町村を後方支援することとしていることを踏ま

え、児童相談所において夜間休日を問わず、いつでも相談に応じられる体制

の整備を図る。

※（１０）児童福祉司任用資格取得のための研修

「児童福祉法の一部を改正する法律案」において、保健師等の新たな職種

も児童福祉司の任用資格に加えられることから、都道府県・指定都市が実施

主体となり、児童福祉司の任用資格取得のための研修を実施する。

※平成１７年度から新たに追加する事業

（ ）予算概算要求額 単位：百万円

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

２９１ ３３４ ３６３ ５５８ ５５８

（２０３）

( ) 問題分析3
①現状分析

児童虐待の一つの動向を示す児童相談所の虐待に関する相談処理件数は、ここ数年

急増しており、児童虐待の防止等に関する法律施行前の平成１１年度の約１万２千件

から平成１５年度には約２万７千件（速報値）に倍増しており、深刻な児童虐待が頻

発する中で、児童相談体制の充実は喫緊の課題となっている。

このような現状を踏まえ、平成１５年１１月に取りまとめられた社会保障審議会児

童部会の報告書においては、虐待の困難事例の増加に対応するため、一義的には市町

村が相談を担うこととした上で、都道府県（児童相談所、保健所等）が専門性を踏ま

えた市町村を後方支援すべきことが指摘されており、地域全体として相談体制の充実

を図ることが必要である。

※数値は、厚生労働省「社会福祉行政業務報告」による。

②問題点

児童相談所は、児童に関するあらゆる相談に応じているが、児童虐待相談件数の急

増等の厳しい状況の中で、こうした幅広い相談業務の全てに対応しきれていない状況



や、家庭に介入するケースや医学的治療が必要となるケースが増えるなど、これまで

の児童相談所の体制だけでは十分な対応ができない状況がある。

③問題分析

児童福祉法の改正案では、児童相談に関し市町村が担う役割を法律上明確化し、児

童相談所の役割については、専門性の高い困難事例や市町村の後方支援に重点化して

いくこととしており、新たな相談体制での実施を担保するためには、児童相談所の専

門性の確保・向上等を図るとともに、市町村の相談体制を後方支援することが必要で

ある。

④事業の必要性

児童相談所の専門性の確保・向上等を図るためには、医療、司法その他の専門機関

や職種の協力を得て実施する各種の強化事業を実施するとともに、児童相談所におい

て虐待問題に中心的に取り組んでいる児童福祉司の専門性を充実・強化する必要があ

る。このため、児童福祉法を改正し幅広い人材が登用できるようにすることとしてお

り、保健師等の新たな職種が児童福祉司の任用資格を取得するためには研修が義務づ

けられることから、都道府県が実施主体となり行う研修事業を実施する。

また、市町村を後方支援するためには、主任児童委員等の協力体制を整備する事業

や児童相談所の持っている相談対応や情報提供等のノウハウを市町村に伝達する事業

を実施するとともに、児童虐待への早期対応や、児童福祉法の改正案により新たに市

、 、町村も虐待の通告先となることから 市町村との役割分担や後方支援の観点も踏まえ

児童相談所において夜間休日を問わず、いつでも相談に応じられる体制を整備する事

業を実施する必要がある。

( ) 事業の目標4
目標達成年度

政策効果が発現する時期 実施（平成１７年度）以降随時効果の発現

が見込まれる

アウトプット指標 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 目標値基準値/
事業実施か所数 ６０か所

（説明） （モニタリングの方法）

本事業は児童相談所を設置する全ての自 交付申請書

治体での実施が望まれる。

アウトプット指標 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 目標値基準値/
家族の養育機能の再生

に向けた支援の実施状 未定

況

（説明） （モニタリングの方法）

これまで施設入所措置に留まっていた支 平成１７年度より社会福祉行政業務報告

援が、専門性の確保・向上等により、家 で実施予定

族機能の再生などの支援まで拡充され



る。

参考指標（過去数年度の推移を含む） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

（説明） （モニタリングの方法）

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

・児童相談所は、強制的な親子分離、施設入所措置の決定、親権者の親権喪失の請求

など強制的な権限を有しており、民間で行うことは困難である。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

・児童虐待防止法第４条第１項において、国及び地方公共団体の責務として、児童虐

待の早期発見・早期対応に向けて、関係機関及び民間団体の連携強化、その他児童虐

待の防止等のために必要な体制の整備に努めなければならないことを規定している。

このため、地方レベルの機関、中でも児童虐待の中核機関である児童相談所を核とし

て、他の機関と連携を図りながら、国が率先して取り組む必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）

・児童虐待防止対策支援事業の中の１事業である市町村及び民間団体との連携強化事

業では、ＮＰＯ法人等の民間団体と連携し、職員の研修、保護者指導、家族再統合の

取組み等を実施することとしている。また、児童福祉司任用資格取得のための研修の

実施にあたっては、民間団体に委託することも可とする予定である。

緊要性の有無 有 無

（理由）

・虐待は時に、子どもの生命を奪いかねないとともに、子どもの心身の成長や人格の

形成など、子どもの健全な成長に重大な影響を与え、更には虐待の世代間連鎖を引き

起こすこともあるといわれており、その対応は早急に取り組むべき社会全体の課題で

あることは明白である。



( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

（地 域）

・主任児童委員等の協力体制の整備による児童虐待の早期発見・早期対応

↓

（市町村）

・児童相談所の後方支援を受けながら軽易な相談に対応

↓

（児童相談所）

・専門性を強化し困難な相談に適切に対応（重篤なケースは親子分離）

・夜間休日を問わず相談に対応

↓

（施設入所等）

・保護者に対するカウンセリング等を通じた家族の養育機能の再生支援

↓

（地 域）

・親子分離されていた家族の再統合（施設入所児童の家庭復帰）

※下線が今回強化する事業

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

児童相談所の専門性が強化されることにより、これまで施設入所措置に留まってい

た支援から家族の再統合に向けた支援等よりきめ細やかな対応が可能となるととも

に、市町村と児童相談所の役割分担に応じた対応が可能となり、住民に身近な市町村

において虐待の未然防止・早期発見の取組が図られることとなる。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

( ) 効率性3
手段の適正性

当該事業を行わない場合には、児童相談所の専門性が強化されないため困難事例に

対応できず、児童福祉法の改正案で予定している児童相談所と市町村の役割分担が実

効上困難となり、児童虐待の防止の成果が現れないことが想定される。さらに、夜間

休日対応が進まず、早期対応が図られないこととなり、効果的な虐待防止対策が行わ

れないこととなるため、当該事業は手段として適正である。

費用と効果の関係に関する評価

児童相談所の専門性を強化し、市町村において相談体制を整えることは、虐待の未



然防止、早期発見につながることから、子どもや家族にとって望ましいことはもとよ

り、社会的コストを大幅に節約できるものと考えられる。

米国のＮＰＯ（Ｐｒｅｖｅｎｔ Ｃｈｉｌｄ Ａｂｕｓｅ Ａｍｅｒｉｃａ）の試

算によれば、児童虐待の社会的コストは治療費やカウンセリング費用など直接費用と

して年間２兆９０００億円、加害者である親へのカウンセリングや就労できない場合

の生産損失等が８兆３８００億円とされている。

他の類似事業（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

( ) その他4



３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

・ 社会保障審議会児童部会報告書（平成１５年１１月）

同部会がとりまとめた報告書において 「市町村に対する児童相談所等による専、

門的技術的な支援等が必要なことや困難ケースに対応した児童相談所の機能強化を

図る体制の強化が必要なこと」が指摘されている。

②各種政府決定との関係及び遵守状況

・ 平成１６年６月に閣議決定された「少子化社会大綱」において、重点課題に取り

組むための２８の行動のひとつとして「児童虐待防止対策を推進する」ことがあげ

られている。

③総務省による行政評価・監視等の状況

・ なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

・ 参議院共生社会調査会による決議（平成１５年６月１６日）

同調査会の児童虐待の防止に関する決議において 「児童相談所に求められる役、

割の変化を踏まえ、その機能強化を図ること」などが指摘されている。

⑤会計検査院による指摘

・ なし


